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1. はじめに 

 2018 年，インドネシアでスラウェシ島地震が発生

し，液状化に起因する世界で類を見ない大規模な地

盤流動が確認された．本稿では，地盤流動が確認さ

れたエリアの一つである Sibalaya で採取された現地

土を用いてベンダーエレメント(以下，BE)試験を行

い，せん断弾性係数 G を算出した．地震発生後に行

われたトレンチ調査によってゆる詰めの沖積砂層・

シルト層が液状化し，緩斜面において側方流動を発

生させたことまでは，既往調査結果より明らかとな

っている 1)ため，非塑性細粒分を多く含有する現地

土を用いて複数の細粒分含有率(0〜75%)に再配合

した供試体で試験を行い，細粒分がせん断弾性係数

G に与える影響を調査した． 

 せん断弾性係数Gは地盤の変形予測解析や地震応

答解析において用いられる値であり，液状化強度と

も密接な関わりを持つ 2)．このせん断弾性係数 G を

間隙比 e，有効拘束圧σ'0の関数で評価する式は様々

な研究者によって提案されているが粒径の揃った

砂 3)や粘性土のみ 4)に対する評価式が多く，実地盤

の粒度は広く分布しており，幅広い細粒分含有率に

対する評価式の提案はまだ少ない．本稿では混合土

でよく用いられる等価骨格間隙比 ege を用いたせん

断弾性係数 G の評価を試みた． 

2. 試験試料 

 本研究では，Sibalaya で採取された非塑性細粒分

を多く含む試料(Sibalaya1-8，FC≒75%)を用いた．細

粒分が及ぼす影響を調査するため，粗粒分と細粒分

を 分 け て 再 配 合 し ， 複 数 の 細 粒 分 含 有 率

(0,10,20,30,40,50,75%)に調整した試料で試験を行っ

た．表-1 に試験試料の物理的性質を示す．ここで，

FC=0%と 75%の土粒子密度が同程度の値であったた

め，全試料の土粒子密度を 2.67(Mg/m3)とした． 

表-1 試料の物理的性質 

3. ベンダーエレメント試験 

 湿潤突固め法で突固め仕事量 EC=50kJ/m3 で作製

した供試体(φ=50mm,h=100mm)を三軸セル内にセ

ットし，二重負圧法で通水した後，背圧を 100kPa加

えて供試体の飽和を図った．その後，全ての供試体

で B 値が 0.95 以上であることを確認し，有効拘束圧

50kPa を載荷した． 

 BE 試験は供試体の両端に設置した BE を用いて

供試体を伝搬する弾性波を送受信することにより，

伝搬時間Δt(ms)を測定し，せん断弾性係数 G を算出

する．Δt の決定には Start-to-Start法を用いた．式(1)

を用いてせん断弾性係数 G を算出した． 

𝐺 = 𝜌! ∗ (𝐿/𝛥𝑡)" 1000⁄ (𝑀𝑁 𝑚")⁄ (1) 
 ここで，L はせん断弾性波伝搬距離=BE 間の距離

(mm)，ρtは土の湿潤密度(Mg/m3)を表す. 

4. 試験結果 

 図-2 に有効拘束圧 50kPa でのせん断弾性係数 G

と間隙比 e の関係を示す．図より，細粒分含有率に

よるばらつきが大きく，G と e の間に相関はみられ

ない．そこで，式(3)の混合土の細粒分の一部が粗粒

分の骨格構造，強度に寄与すると考える等価骨格間

隙比 ege5)の概念を用いた評価を試みた． 

細粒分含有率 FC(%) 0 10 20 

土粒子密度 ρs(Mg/m3) 2.67 

塑性指数 Ip NP 

50%粒径 D50(mm) 0.25 0.23 0.18 

均等係数 UC 2.8 3.0 16.8 

細粒分含有率 FC(%) 30 40 50 75 

土粒子密度 ρs(Mg/m3) 2.67 

塑性指数 Ip NP 

50%粒径 D50(mm) 0.12 0.096 0.075 0.022 

均等係数 UC 31.3 40.3 38.6 35.7 
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𝑒#$ =
𝑒 + (1 − 𝑏)𝐹%&
1 − (1 − 𝑏)𝐹%&

(2) 

 ここで，b は細粒分が粗粒分の骨格形成に寄与す

る割合である寄与率(0<b<1)を，F'C は体積比で表さ

れる細粒分含有率を示す． 

 図-3 にせん断弾性係数 G と等価骨格間隙比 egeの

関係を示す．また，せん断弾性係数 Gの評価式は通

常，式(3)3)の形で表される． 

𝐺 = 𝐴 ∗ 𝑓(𝑒) ∗ 𝜎%'
( (3) 

 ここで，Aは実験定数を，f(e)は間隙比の関数を，

n は G の有効拘束圧依存性である実験定数を示す．

本研究では f(e)に式(4)3)の間隙比 e を等価骨格間

隙比 egeに変更した関数を，nに 0.53)4)を用い，実験

定数 A を変化させることによって egeを用いた G の

評価式の提案を試みた． 

𝑓(𝑒) =
(2.17 − 𝑒)"

1 + 𝑒
(4) 

 FC=0%の場合は寄与率 bに依らず ege=eのため，プ

ロットが移動することはない．そのため，式(3)の実

験定数 A を FC=0%のプロットが乗るように決定した

式(5)を用いて細粒分を含む試料の寄与率 b の検討

を行った． 

𝐺 = 4650
@2.17 − 𝑒#$A

"

1 + 𝑒#$
(𝜎%))" (in	kPa) (5) 

 全ての FCで同一の b としたとき，式(4)の曲線上

にプロットされなかったため，骨格構造が変化する

FC毎に b をそれぞれ変化させ，FC=10,20%で b=0.2，

FC=30,40%で b=0.5，FC=50,75%で b=1.1に決定した．

このように，細粒分含有率が増加すると寄与率 bも

増加し，FC≧50%で 1を超えた．これは骨格の支配が

粗粒分から細粒分に完全に移行したためだと考え

られる． 

4. まとめ 

 本研究では，2018年スラウェシ島地震の非塑性

細粒分を多く含有する現地土を用いて様々な細粒

分含有率に再配合し，BE試験を行った．その結

果，細粒分含有率が広範囲の場合，等価骨格間隙

比 egeを用いて有効拘束圧 50kPaでせん断弾性係数

Gの評価を行う際は，骨格構造が変化する FC毎によ

って場合分けを行い，寄与率 bを決定することに

よって式(5)を用いて関係を示すことができた． 

 

図-2 せん断弾性係数と間隙比の関係 

 

図-3 せん断弾性係数と等価骨格間隙比の関係 
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